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大和アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
お問い合わせ先（コールセンター）
ＴＥＬ　０１２０－１０６２１２

（営業日の９：00～17：00）
https://www.daiwa-am.co.jp/

◇TUZ0575720200917◇

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約10年間（2013年９月18日～2023年９月15
日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要 投 資
対 象

ベビーファンド
ダイワ・ニッポン・エクイ
ティ・マザーファンドの受益証
券

ダイワ・ニッポン・
エ ク イ テ ィ ・
マ ザ ー フ ァ ン ド

わが国の金融商品取引所上場株
式（上場予定を含みます。）

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マザーファンド組入上限比率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、基
準価額の水準等を勘案して分配金額を決定しま
す。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配
を行なわないことがあります。

通貨選択型
ダイワ・トップ・オブ・ジャパン

（米ドル投資型）

運用報告書（全体版）
第14期

（決算日　2020年９月17日）
（作成対象期間　2020年３月18日～2020年９月17日）

受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
　当ファンドは、わが国の株式に投資し、値
上がり益の獲得を追求するとともに、米ドル
への投資効果の享受をめざすことにより、信
託財産の成長をめざしております。当作成期
につきましてもそれに沿った運用を行ないま
した。ここに、運用状況をご報告申し上げま
す。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 米ドル為替レート

株 式
組入比率

株 式
先物比率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込み分配金

期 中
騰落率 (参考指数) 期 中

騰落率 (参考指数) 期 中
騰落率

円 円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ 百万円
10期末(2018年９月18日) 12,342 50 2.4 1,759.88 2.3 111.83 5.6 98.2 － 2,243
11期末(2019年３月18日) 10,757 0 △12.8 1,613.68 △ 8.3 111.58 △0.2 98.9 － 1,692
12期末(2019年９月17日) 10,947 0 1.8 1,614.58 0.1 108.20 △3.0 97.9 － 1,503
13期末(2020年３月17日) 8,854 0 △19.1 1,268.46 △21.4 106.60 △1.5 95.5 － 948
14期末(2020年９月17日) 11,697 550 38.3 1,638.40 29.2 105.07 △1.4 98.1 － 1,139
（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）為替レートは、計算日における対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートを採用していま

す。
（注３）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注４）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注５）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

運用経過

基準価額等の推移について

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものです。
＊分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドもあり
ます）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
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■基準価額・騰落率
期　首： 8,854円
期　末：11,697円（分配金550円）
騰落率：38.3％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
　「ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド」の受益証券を通じて、わが国の株式に投資する
とともに、純資産総額とほぼ同額の米ドルに投資した結果、主要国の中央銀行による金融政策の推進や
経済活動の再開に対する期待などから国内株式市況が上昇し、基準価額も上昇しました。くわしくは
「投資環境について」および「ベンチマークとの差異について」をご参照ください。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

年 月 日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 米ドル為替レート 株 式

組入比率
株 式
先物比率騰落率 (参考指数) 騰 落率 (参考指数) 騰 落率

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％
（期首）2020年３月17日 8,854 － 1,268.46 － 106.60 － 95.5 －

３月末 10,132 14.4 1,403.04 10.6 108.83 2.1 91.0 －
４月末 10,718 21.1 1,464.03 15.4 106.87 0.3 92.0 －
５月末 11,487 29.7 1,563.67 23.3 107.53 0.9 92.2 －
６月末 11,830 33.6 1,558.77 22.9 107.74 1.1 91.9 －
７月末 11,382 28.6 1,496.06 17.9 104.60 △1.9 94.0 －
８月末 12,006 35.6 1,618.18 27.6 105.36 △1.2 95.7 －

（期末）2020年９月17日 12,247 38.3 1,638.40 29.2 105.07 △1.4 98.1 －
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

投資環境について (2020.３.18～2020.９.17)

■国内株式市況
国内株式市況は上昇しました。
　国内株式市況は、当作成期首より、主要国の中央銀行による金融緩和策の推進や、新型コロナウイル
スの新規感染者数がピークアウトしてきた欧米で経済活動の再開が進展したこと、国内でも2020年５
月下旬に緊急事態宣言が全面解除されたことなどが好感され、６月上旬まで上昇基調となりました。し
かし６月中旬以降は、米国において新型コロナウイルスの感染拡大が再び懸念され、株価は頭打ちとな
りました。その後７月に、国内における感染拡大が再び目立ち始めたほか、米国の雇用回復への不透明
感もあり、株価は７月下旬に下落したものの、８月以降は、ワクチン開発への期待の高まりや米国の緩
和的な金融政策の長期化期待により、株価は反発しました。
■為替相場
米ドルの対円為替相場は下落（円高）しました。
　米ドルの対円為替相場は、当作成期首より新型コロナウイルスの感染拡大などによる金融市場の混乱
が米ドル需要の高まりにつながったことから、上昇しました。しかしその後は、米国の実質金利低下な
どを背景に下落基調となり、当作成期首比で円高米ドル安となりました。

前作成期末における「今後の運用方針」

■当ファンド
　「ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド」の受益証券へ投資を行うとともに、純資産総額
とほぼ同額の米ドルに投資することで、信託財産の成長をめざします。
■ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド
　新型コロナウイルスの感染拡大による企業・個人の経済活動の停滞が懸念されるなど、国内株式市場
を取り巻く投資環境は楽観を許さない状況と考えています。一方で、日本・米国・欧州における緩和的
な金融政策や各国の景気対策の推進などが世界経済や金融市場の下支え要因になるとみており、国内株
式市場は上にも下にも振れやすい不安定な推移を想定しています。国内外の経済指標や企業業績、各国
の政策、新型コロナウイルスの動向などを注視しながら、投資環境の方向性を見極めていく方針です。
個別銘柄では、中長期的な成長分野における競争優位性、外部環境に左右されにくい独自成長要因、ビ
ジネスモデルなどの点に着目しつつ、業績見通し、事業環境の方向性、バリュエーション指標なども考
慮して、選別を進める考えです。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

ポートフォリオについて (2020.３.18～2020.９.17)

■当ファンド
　「ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド」の受益証券へ投資を行うとともに、純資産総額
とほぼ同額の米ドルに投資しました。
■ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド
　株式組入比率は、90％程度以上で推移させました。
　業種構成は、情報・通信業や精密機器などの比率を引き上げた一方、卸売業や保険業などの比率を引
き下げました。当作成期末では、電気機器、化学、情報・通信業などを中心としたポートフォリオとし
ました。
　個別銘柄では、中長期的な経営戦略の進ちょく状況や業績動向、バリュエーション指標などを総合的
に勘案して選別を行い、日本電信電話や日本電産などを買い付けた一方、ベイカレントコンサルティン
グ、東京海上ＨＤ、村田製作所などの売り付けを行いました。

ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
　以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
　参考指数であるＴＯＰＩＸの騰落率は29.2％、米ドル為替レート（対円）の騰落率は△1.4％となりま
した。一方、当ファンドの基準価額の騰落率は38.3％となりました。業種では、ＴＯＰＩＸの騰落率を下
回った陸運業や食料品をアンダーウエートとしていたこと、またＴＯＰＩＸの騰落率を上回った電気機器
をオーバーウエートとしていたことなどがプラス要因となり、業種選択効果はプラスでした。個別銘柄で
は、鎌倉新書、ハーバー研究所、山一電機などがマイナス要因となりましたが、ベイカレントコンサル
ティング、ノーリツ鋼機、信越化学などがプラスに寄与し、銘柄選択効果もプラスとなりました。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

今後の運用方針
■当ファンド
　「ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド」の受益証券へ投資を行うとともに、純資産総額
とほぼ同額の米ドルに投資することで、信託財産の成長をめざします。
■ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド
　国内株式市場は一進一退の展開を想定しています。景気・企業業績の先行きに対する不透明感や新型
コロナウイルスの感染拡大、米中関係の悪化などが懸念される一方、主要中央銀行や各国政府による金
融・財政政策が景気や金融市場の下支え要因になると見ています。国内外の景気・企業業績や金融・財
政政策の動向、新型コロナウイルスの感染状況と経済活動再開に向けた動きなどを注視するとともに、
大統領選挙を控えている米国の政治情勢にも留意し、今後の投資環境の方向性を冷静に見極めていく方
針です。個別銘柄では、中長期的な成長分野における競争優位性、外部環境に左右されにくい独自成長
要因などの点に着目しつつ、業績見通し、事業環境の方向性、バリュエーション指標なども考慮して、
選別を進める考えです。

分配金について

　当作成期の１万口当り分配金（税込み）は下記「分配原資の内訳（１万口当り）」の「当期分配金（税
込み）」欄をご参照ください。
　収益分配金の決定根拠は下記「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
当 期

2020年３月18日
～2020年９月17日

当期分配金（税込み） （円） 550
対基準価額比率 （％） 4.49
当期の収益 （円） 106
当期の収益以外 （円） 443

翌期繰越分配対象額 （円） 1,967
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以
外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額
です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 当 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 106.11円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00
(ｃ) 収益調整金 821.77
(ｄ) 分配準備積立金 1,589.29
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 2,517.18
(ｆ) 分配金 550.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 1,967.18
（注） を付した該当項目から分配金を計上しています。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

１万口当りの費用の明細

項 目
当期

（2020.３.18～2020.９.17） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 91円 0.797％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率

当作成期中の平均基準価額は11,379円です。

（投 信 会 社） （44） （0.385）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価額の計算、法
定書面等の作成等の対価

（販 売 会 社） （44） （0.385）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 会 社） （3） （0.027） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ―
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0.003 その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ の 他） （0） （0.001） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 計 91 0.800
（注１）当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算

出した結果です。
（注２）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）各比率は１万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第３位未満を四捨五入してあり

ます。
（注４）組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払った金額のう

ち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、各項目の費用は、当該
投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「１万口当りの費用の明細」が取得でき
るものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当り）を乗
じた数で除した総経費率（年率）は1.59％です。

（注１）１万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。

総経費率
1.59％

運用管理費用
（投信会社）
0.76％運用管理費用

（販売会社）
0.76％

運用管理費用
（受託会社）
0.05％

その他費用
0.01％

参考情報
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2020年３月18日から2020年９月17日まで）

項 目
当 期

ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド
(ａ) 期中の株式売買金額 1,375,540千円
(ｂ) 期中の平均組入株式時価総額 9,385,746千円
(ｃ) 売買高比率 (ａ)／(ｂ) 0.14
（注１）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注２）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
　親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2020年３月18日から2020年９月17日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
千口 千円 千口 千円

ダイワ・ニッポン・
エクイティ・マザーファンド 113,874 148,500 207,399 287,600

（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況等
(1) ベビーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

　当作成期中における利害関係人との取引はありま
せん。

(2) マザーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

（2020年３月18日から2020年９月17日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 122 － － 1,252 45 3.6
コール・ローン 77,959 － － － － －
（注）平均保有割合11.4％

※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビー
ファンドのマザーファンド所有口数の割合。

(3) 当作成期中の売買委託手数料総額に対する利害関係
人への支払比率

　当作成期中における売買委託手数料の利害関係人
への支払いはありません。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当作成期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証
券です。

■投資信託財産の構成
2020年９月17日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド 1,194,687 98.4
コール・ローン等、その他 19,625 1.6
投資信託財産総額 1,214,312 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
　親投資信託残高

種 類
期 首 当 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド 866,985 773,460 1,194,687
（注）単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2020年９月17日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 2,348,420,755円

コール・ローン等 19,625,372
ダイワ・ニッポン・
エクイティ・マザーファンド(評価額) 1,194,687,383

未収入金 1,134,108,000
(Ｂ) 負債 1,209,208,954

未払金 1,146,286,193
未払収益分配金 53,565,517
未払信託報酬 9,325,099
その他未払費用 32,145

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,139,211,801
元本 973,918,509
次期繰越損益金 165,293,292

(Ｄ) 受益権総口数 973,918,509口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,697円

＊期首における元本額は1,071,633,828円、当作成期間中における追加設定元本
額は1,495,778円、同解約元本額は99,211,097円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は11,697円です。
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通貨選択型ダイワ・トップ・オブ・ジャパン（米ドル投資型）

■損益の状況
当期　自2020年３月18日　至2020年９月17日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 △      3,352円

受取利息 243
支払利息 △      3,595

(Ｂ) 有価証券売買損益 339,497,776
売買益 452,400,440
売買損 △112,902,664

(Ｃ) 信託報酬等 △  9,363,220
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 330,131,204
(Ｅ) 前期繰越損益金 △191,306,849
(Ｆ) 追加信託差損益金 80,034,454

(配当等相当額) (　 40,398,290)
(売買損益相当額) (　 39,636,164)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 218,858,809
(Ｈ) 収益分配金 △ 53,565,517

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 165,293,292
追加信託差損益金 80,034,454
(配当等相当額) (　 40,398,290)
(売買損益相当額) (　 39,636,164)
分配準備積立金 111,553,762
繰越損益金 △ 26,294,924

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 10,334,412円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(ｃ) 収益調整金 80,034,454
(ｄ) 分配準備積立金 154,784,867
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 245,153,733
(ｆ) 分配金 53,565,517
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 191,588,216
(ｈ) 受益権総口数 973,918,509口

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
１ 万 口 当 り 分 配 金 550円

●＜分配金再投資コース＞をご利用の方の税引き分配金は、決算日現在の基準価額に基づいて自動的に再投資いたしました。

・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。



11

大和アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
https://www.daiwa-am.co.jp/

ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド

運用報告書　第14期（決算日　2020年９月17日）

（作成対象期間　2020年３月18日～2020年９月17日）

ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンドの運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。）
株 式 組 入 制 限 無制限



12

ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド

年 月 日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率騰落率 (参考指数) 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
(期首)2020年３月17日 10,966 － 1,268.46 － 95.3 －

３月末 12,275 11.9 1,403.04 10.6 91.2 －
４月末 13,218 20.5 1,464.03 15.4 91.8 －
５月末 14,100 28.6 1,563.67 23.3 92.4 －
６月末 14,506 32.3 1,558.77 22.9 92.5 －
７月末 14,393 31.3 1,496.06 17.9 93.7 －
８月末 15,093 37.6 1,618.18 27.6 95.5 －

(期末)2020年９月17日 15,446 40.9 1,638.40 29.2 93.6 －
（注１）騰落率は期首比。
（注２）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。

上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注３）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当作成期中の基準価額と市況等の推移
（円）

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

期　首
（2020.３.17）

期　末
（2020.９.17）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
期首：10,966円　期末：15,446円　騰落率：40.9％
【基準価額の主な変動要因】
　主要国の中央銀行による金融政策の推進や経済活動の再開に対する
期待などから国内株式市況が上昇し、基準価額も上昇しました。くわ
しくは「投資環境について」および「ベンチマークとの差異につい
て」をご参照ください。
◆投資環境について
○国内株式市況
国内株式市況は上昇しました。
　国内株式市況は、当作成期首より、主要国の中央銀行による金融
緩和策の推進や新型コロナウイルスの新規感染者数がピークアウト
してきた欧米で経済活動の再開が進展したこと、国内でも2020年
５月下旬に緊急事態宣言が全面解除されたことなどが好感され、６
月上旬まで上昇基調となりました。しかし６月中旬以降は、米国に
おいて新型コロナウイルスの感染拡大が再び懸念され、株価は頭打
ちとなりました。その後７月に、国内における感染拡大が再び目立
ち始めたほか、米国の雇用回復への不透明感もあり、株価は７月下
旬に下落したものの、８月以降は、ワクチン開発への期待の高まり
や米国の緩和的な金融政策の長期化期待により、株価は反発しまし

た。
◆前作成期末における「今後の運用方針」
　新型コロナウイルスの感染拡大による企業・個人の経済活動の停滞
が懸念されるなど、国内株式市場を取り巻く投資環境は楽観を許さな
い状況と考えています。一方で、日本・米国・欧州における緩和的な
金融政策や各国の景気対策の推進などが世界経済や金融市場の下支え
要因になるとみており、国内株式市場は上にも下にも振れやすい不安
定な推移を想定しています。国内外の経済指標や企業業績、各国の政
策、新型コロナウイルスの動向などを注視しながら、投資環境の方向
性を見極めていく方針です。個別銘柄では、中長期的な成長分野にお
ける競争優位性、外部環境に左右されにくい独自成長要因、ビジネス
モデルなどの点に着目しつつ、業績見通し、事業環境の方向性、バ
リュエーション指標なども考慮して、選別を進める考えです。
◆ポートフォリオについて
　株式組入比率は、90％程度以上で推移させました。
　業種構成は、情報・通信業や精密機器などの比率を引き上げた一方、
卸売業や保険業などの比率を引き下げました。当作成期末では、電気
機器、化学、情報・通信業などを中心としたポートフォリオとしまし
た。
　個別銘柄では、中長期的な経営戦略の進ちょく状況や業績動向、バ
リュエーション指標などを総合的に勘案して選別を行い、日本電信電
話や日本電産などを買い付けた一方、ベイカレントコンサルティング、
東京海上ＨＤ、村田製作所などの売り付けを行いました。
◆ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け
ておりません。
　参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は29.2％となりました。一方、
当ファンドの基準価額の騰落率は40.9％となりました。業種では、
参考指数の騰落率を下回った陸運業や食料品をアンダーウエートとし
ていたこと、また参考指数の騰落率を上回った電気機器をオーバーウ
エートとしていたことなどがプラス要因となり、業種選択効果はプラ
スでした。個別銘柄では、鎌倉新書、ハーバー研究所、山一電機など
がマイナス要因となりましたが、ベイカレントコンサルティング、
ノーリツ鋼機、信越化学などがプラスに寄与し、銘柄選択効果もプラ
スとなりました。

《今後の運用方針》
　国内株式市場は一進一退の展開を想定しています。景気・企業業績の
先行きに対する不透明感や新型コロナウイルスの感染拡大、米中関係の
悪化などが懸念される一方、主要中央銀行や各国政府による金融・財政
政策が景気や金融市場の下支え要因になると見ています。国内外の景
気・企業業績や金融・財政政策の動向、新型コロナウイルスの感染状況
と経済活動再開に向けた動きなどを注視するとともに、大統領選挙を控
えている米国の政治情勢にも留意し、今後の投資環境の方向性を冷静に
見極めていく方針です。個別銘柄では、中長期的な成長分野における競
争優位性、外部環境に左右されにくい独自成長要因などの点に着目しつ
つ、業績見通し、事業環境の方向性、バリュエーション指標なども考慮
して、選別を進める考えです。
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ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド

■売買および取引の状況
　株　式

（2020年３月18日から2020年９月17日まで）
買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額
千株 千円 千株 千円

国内 28.9 122,974 476.9 1,252,566(44.5) (      －)
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）(　 )内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注３）金額の単位未満は切捨て。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 ―円
有価証券取引税 ―
その他費用 0
（その他） （0）

合　　計 0
（注１）費用の項目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の

項目の概要をご参照ください。
（注２）項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

■主要な売買銘柄
　株　式

（2020年３月18日から2020年９月17日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 株 数 金 額 平均単価 銘 柄 株 数 金 額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
日本電信電話 18 46,659 2,592 ベイカレントコンサルティング 33.5 240,389 7,175
日本電産 4 35,562 8,890 東京海上ＨＤ 30 146,392 4,879
ＭｏｎｏｔａＲＯ 3.5 14,331 4,094 村田製作所 22 145,190 6,599
信越化学 0.8 11,188 13,985 ダイキン工業 7.5 122,338 16,311
アドバンテスト 2 10,628 5,314 三菱商事 40 93,667 2,341
ワークマン 0.4 4,046 10,116 住友商事 70 86,486 1,235
ＵＵＵＭ 0.2 557 2,785 トクヤマ 29 59,941 2,066

ノーリツ鋼機 47.5 52,268 1,100
太陽誘電 18 51,796 2,877
アドバンテスト 9 46,252 5,139

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）金額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド

■組入資産明細表
　国内株式
銘 柄

期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
化学（13.8％）
クレハ 18 18 90,000
トクヤマ 74 45 119,610
信越化学 38.5 39.3 549,610
ダイキアクシス 55 55 47,795
トリケミカル 12 12 138,360
花王 7 7 56,028
第一工業製薬 11 11 49,060
ソフト99コーポレーション 4 4 3,772
資生堂 20 20 124,160
ファンケル 35 35 117,950
ハーバー研究所 13.2 13.2 57,288
ポーラ・オルビスＨＤ 10 10 20,790

医薬品（6.5％）
武田薬品 27 27 106,650
塩野義製薬 22.5 22.5 131,085
第一三共 28 28 279,916
大塚ホールディングス 28 28 125,328

石油・石炭製品（0.2％）
ＥＮＥＯＳホールディングス 80 － －
コスモエネルギーＨＬＤＧＳ 10 10 16,370

ガラス・土石製品（3.3％）
日本カーボン 33 33 127,710
ＭＡＲＵＷＡ 21 21 198,030
金属製品（0.7％）
サンコーテクノ 81.3 81.3 74,552
機械（6.4％）
岡本工作 16 16 34,432
ディスコ 3.5 3.5 88,550
ＳＭＣ 3.1 2.7 154,440
三精テクノロジーズ 28 28 18,284
ダイキン工業 12 4.5 87,660
タダノ 6.5 6.5 5,512
ＣＫＤ 75 75 119,250
フクシマガリレイ 20 20 76,100
ＴＨＫ 20 20 53,340
電気機器（26.1％）
日本電産 8.5 21 200,928
電気興業 13.9 13.9 37,293
ソニー 89 89 723,748
ＴＤＫ 3.3 － －
アドバンテスト 30 23 118,220
キーエンス 14 14 643,160
山一電機 80 80 107,040
太陽誘電 40.5 22.5 70,875
村田製作所 73 51 339,609
東京エレクトロン 15.5 13.8 361,146
輸送用機器（2.9％）
豊田自動織機 9 9 59,130
トヨタ自動車 32 32 224,672

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
精密機器（8.6％）
テルモ 61 61 257,420
島津製作所 17 17 56,015
東京精密 25 25 84,375
シード 40 40 29,680
ノーリツ鋼機 180 132.5 221,275
メニコン 30 30 206,400
その他製品（4.0％）
任天堂 6.8 6.8 401,064
陸運業（0.6％）
東急 40 40 55,760

情報・通信業（10.5％）
ＴＩＳ 9 27 57,456
エニグモ 45 45 81,270
テクマトリックス 18 36 77,328
ＵＵＵＭ 9 9.2 20,497
Ｚホールディングス 100 100 67,500
日本ユニシス 18 18 57,960
日本電信電話 18 36 82,908
光通信 1.5 1.5 36,030
ＧＭＯインターネット 4 4 10,700
スクウェア・エニックス・ＨＤ 55 55 377,300
ソフトバンクグループ 30 26 172,042

卸売業（4.0％）
アルコニックス 60 60 91,560
あい ホールディングス 106 106 201,930
クリヤマホールディングス 12 12 6,240
伊藤忠 45 37 100,788
住友商事 70 － －
三菱商事 40 － －
小売業（3.0％）
ＭｏｎｏｔａＲＯ － 3.5 16,380
ＺＯＺＯ 23 23 64,078
良品計画 20 20 33,680
パンパシフィックＨＤ 80 80 185,280
ワークマン － 0.4 3,564
銀行業（1.9％）
三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ 290 235 103,799
三井住友フィナンシャルＧ 28 28 86,632

保険業（－）
東京海上ＨＤ 30 － －
不動産業（0.7％）
オープンハウス 6 6 23,010
三井不動産 22 22 43,175
サービス業（6.9％）
ディップ 55 55 118,635
ＷＤＢホールディングス 49.7 49.7 152,082
バリューコマース 20 20 70,000
テイクアンドギヴニーズ 32 32 20,800
リクルートホールディングス 14 14 59,262

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
鎌倉新書 150 132 132,132
ベイカレントコンサルティング 44.5 11 129,250

千株 千株 千円

合 計 株数、金額 3,125.8 2,722.3 9,952,712
銘柄数<比率> 82銘柄 79銘柄 <93.6％>

（注１）銘柄欄の(　 )内は国内株式の評価総額に対する各
業種の比率。

（注２）合計欄の<　>内は、純資産総額に対する評価額
の比率。

（注３）評価額の単位未満は切捨て。



15

ダイワ・ニッポン・エクイティ・マザーファンド

■投資信託財産の構成
2020年９月17日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

株式 9,952,712 93.4
コール・ローン等、その他 699,028 6.6
投資信託財産総額 10,651,740 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2020年９月17日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 10,651,740,894円

コール・ローン等 637,413,080
株式(評価額) 9,952,712,400
未収入金 54,782,414
未収配当金 6,833,000

(Ｂ) 負債 12,942,591
未払金 11,188,442
未払解約金 1,750,000
その他未払費用 4,149

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 10,638,798,303
元本 6,887,714,990
次期繰越損益金 3,751,083,313

(Ｄ) 受益権総口数 6,887,714,990口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 15,446円

＊期首における元本額は7,531,605,787円、当作成期間中における追加設定元本
額は113,874,402円、同解約元本額は757,765,199円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・トップ・オブ・ジャパン6,114,254,299円、通貨選択型ダイワ・トップ・
オブ・ジャパン（米ドル投資型）773,460,691円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は15,446円です。

■損益の状況
当期　自2020年３月18日　至2020年９月17日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 96,181,888円

受取配当金 96,344,150
受取利息 3,061
その他収益金 10,904
支払利息 △      176,227

(Ｂ) 有価証券売買損益 3,209,395,637
売買益 3,230,170,224
売買損 △   20,774,587

(Ｃ) その他費用 △       12,773
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 3,305,564,752
(Ｅ) 前期繰越損益金 727,667,764
(Ｆ) 解約差損益金 △  316,774,801
(Ｇ) 追加信託差損益金 34,625,598
(Ｈ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 3,751,083,313

次期繰越損益金(Ｈ) 3,751,083,313
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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